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６.定年制・継続雇用の利用実態 

（1）定年制の利用状況 

○「定年制を採用している」企業は、95.9％と大半を占める。 

○主要事業内容別にみると、「飲食店・宿泊業」では「定年制を採用している」が 75.8%で他の

業種よりも少なくなっている。 

○高年齢者比率別にみると、「71％以上」では「定年制を採用している」が 85.6%で他の比率よ

りも少なくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年制の採用実態（主要事業内容別）

95.9

90.9

98.7

97.2

98.5

96.3

100.0

97.2

75.8

96.3

96.8

95.2

96.0

4.0

9.1

2.8

3.7

2.8

24.2

3.4

3.2

4.7

4.0

-

1.5

1.3

-

0.1

-

0.3

-

-

-

-

-

-

-

-

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜主要事業内容別＞

建設業(363)

製造業(765)

情報通信業(358)

運輸業(269)

卸売・小売業(942)

金融・保険業(87)

不動産業(109)

飲食店・宿泊業(99)

医療・福祉(355)

教育・学習支援業(125)

サービス業(810)

その他(99)

定年制を採用している 定年制を採用していない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

定年制の採用実態（正社員数別）

95.9

86.0

97.6

99.3

97.9

4.0

13.7

2.4

2.1

0.7

-

-

-

0.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜正社員数別＞

29人以下(765)

30～99人(2372)

100～299人(1043)

300～499人(144)

定年制を採用している 定年制を採用していない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

定年制の採用実態（高年齢者比率別）

95.9

94.5

98.1

96.4

91.3

85.6

4.0

5.4

3.6

8.7

13.5

1.9

1.0

-

-

-

0.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(4381)

＜高年齢者比率別＞

10％以下(1633)

11～30％(1804)

31～50％(524)

51～70％(230)

71％以上(104)

定年制を採用している 定年制を採用していない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※高年齢者比率において、無回答だったもののデータは除く
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（2）具体的な定年年齢 

○定年制を採用している 4,202 社において、具体的な定年年齢は、「60 歳」が 80.6%で最も多く、

次いで「65 歳」（14.4%）となっている。 

○「65歳」定年制を採用している企業は、主要事業内容別では、「教育・学習支援業」（33.9%）、

「医療・福祉」（21.9%）、「飲食店・宿泊業」（21.3%）で他の業種よりも多く、正社員数別で

は、規模が大きい企業ほど少なくなる傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年制の採用実態（労働組合有無別）

95.9

99.0

95.4

4.0

4.5

1.0

0.1

-

-

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜労働組合有無別＞

あり(601)

なし(3755)

定年制を採用している 定年制を採用していない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※労働組合の有無において、無回答だったもののデータは除く

具体的な定年（主要事業内容別）

0.1

0.2

1.3

0.1

80.6

77.3

88.1

79.9

67.5

87.1

90.8

82.1

76.0

73.7

54.5

77.6

84.2

3.6

3.0

2.6

2.4

11.0

1.8

2.3

2.8

2.9

10.0

4.4

5.4

14.4

18.8

8.6

17.0

19.2

9.6

5.7

14.2

21.3

21.9

33.9

15.7

8.4

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

1.1

1.2

0.8

0.9

-

0.9

1.1

1.0

1.5

0.9

0.1

0.3

0.8

1.1

1.0

0.8

0.6

1.3

-

-

0.3

0.8

-

0.5

0.6

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4202)

＜主要事業内容別＞

建設業(330)

製造業(755)

情報通信業(348)

運輸業(265)

卸売・小売業(907)

金融・保険業(87)

不動産業(106)

飲食店・宿泊業(75)

医療・福祉(342)

教育・学習支援業(121)

サービス業(771)

その他(95)

６０歳未満 ６０歳 ６１～６４歳 ６５歳 ６６歳以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※「61～64歳」は61～64歳の%を足し上げた数値

具体的な定年（正社員数別）

80.6

72.0

81.3

83.8

87.9 4.9

14.4

22.5

14.0

10.7

6.4-

-

-

0.6

0.1

4.6

3.4

2.0

3.6

0.7

-

0.5

2.0

0.8

0.7

0.4

0.6

0.9

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(4202)

＜正社員数別＞

29人以下(658)

30～99人(2316)

100～299人(1036)

300～499人(141)

６０歳未満 ６０歳 ６１～６４歳 ６５歳 ６６歳以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※「61～64歳」は61～64歳の%を足し上げた数値※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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（3）継続雇用制度の有無 

○定年制を採用している企業 4,202 社のうち、継続雇用制度が「ある」と回答した企業は 94.1％

を占める。 

○主要事業内容別にみると、「教育・学習支援業」では継続雇用制度が「ある」という回答が

80.2%で他の業種よりも少なくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用制度の有無（主要事業内容別）

94.1

96.4

97.0

89.4

95.1

95.9

92.0

93.4

93.3

94.7

80.2

92.2

95.8

5.9

3.6

3.0

10.6

4.9

4.1

8.0

6.6

6.7

5.3

19.8

7.8

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4202)

＜主要事業内容別＞

建設業(330)

製造業(755)

情報通信業(348)

運輸業(265)

卸売・小売業(907)

金融・保険業(87)

不動産業(106)

飲食店・宿泊業(75)

医療・福祉(342)

教育・学習支援業(121)

サービス業(771)

その他(95)

ある ない

 ※ ( 　)内はＮ数

継続雇用制度の有無（正社員数別）

94.1

89.5

94.7

95.6

95.7

5.9

10.5

5.3

4.4

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4202)

＜正社員数別＞

29人以下(658)

30～99人(2316)

100～299人(1036)

300～499人(141)

ある ない

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

継続雇用制度の有無（労働組合有無別）

94.1

95.6

93.9

5.9

4.4

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4202)

＜労働組合有無別＞

あり(595)

なし(3583)

ある ない

 ※ ( 　)内はＮ数

※労働組合の有無において、無回答だったもののデータは除く
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（4）平成 24年度定年退職者の有無 

○定年制があり、継続雇用制度のある 3,955 社で、「平成 24 年度に定年退職者がいた」とする

企業は 46.6％である。 

○主要事業内容別にみると、「平成 24 年度に定年退職者がいた」企業は、「情報通信業」（28.0%）、

「飲食店・宿泊業」（31.4%）で他の業種よりも少なくなっている。 

○正社員数別にみると、規模が小さくなるほど「平成 24 年度に定年退職者がいた」企業が少な

くなる傾向が顕著で、「29 人以下」では 24.6%となっている。 

○労働組合有無別にみると、労働組合がある企業の方が「平成 24 年度に定年退職者がいた」企

業は 68.4%と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年度の定年退職者（主要事業内容別）

46.6

51.6

57.2

28.0

61.9

43.4

55.0

52.5

31.4

39.5

50.5

41.2

54.9

53.4

48.4

42.8

72.0

38.1

56.6

45.0

47.5

68.6

60.5

49.5

58.8

45.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3955)

＜主要事業内容別＞

建設業(318)

製造業(732)

情報通信業(311)

運輸業(252)

卸売・小売業(870)

金融・保険業(80)

不動産業(99)

飲食店・宿泊業(70)

医療・福祉(324)

教育・学習支援業(97)

サービス業(711)

その他(91)

平成24年度に定年退職者がいた 平成24年度に定年退職者の該当者はいなかった

 ※ ( 　)内はＮ数

平成24年度の定年退職者（正社員数別）

46.6

24.6

42.2

64.5

80.7

53.4

75.4

57.8

35.5

19.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3955)

＜正社員数別＞

29人以下(589)

30～99人(2193)

100～299人(990)

300～499人(135)

平成24年度に定年退職者がいた 平成24年度に定年退職者の該当者はいなかった

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

平成24年度の定年退職者（労働組合有無別）

46.6

68.4

42.9

53.4

31.6

57.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3955)

＜労働組合有無別＞

あり(569)

なし(3363)

平成24年度に定年退職者がいた 平成24年度に定年退職者の該当者はいなかった

 ※ ( 　)内はＮ数

※労働組合の有無において、無回答だったもののデータは除く
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（4）-1 平成 24年度定年退職者数 

○「平成 24 年度に定年退職者がいた」1,842 社において、平成 24 年度の定年退職者数は「１

人」が 47.2％と多く、次いで「2人」(21.1％)となっている。 

○主要事業内容別にみると、「運輸業」では「6～10 人」が 12.8%、「不動産業」では「11 人以

上」が 9.6%、「情報通信業」では「1人」が 59.8%と、それぞれ他の業種よりも多くなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）平成 24年度定年退職者における継続雇用希望者の有無 

○「平成 24 年度に定年退職者がいた」1,842 社のうち、「定年後の継続雇用を希望した従業員

だけがいた」企業は 66.6％、｢定年後の継続雇用を希望した従業員と希望しない従業員の両

方がいた｣企業が 20.8％に上り、「定年後の継続雇用を希望した従業員がいた」企業は合わせ

て 87.4％、｢定年後の継続雇用を希望しない従業員だけがいた｣企業が 12.3％となっている。 

○主要事業内容別にみると、「定年後の継続雇用を希望した従業員だけがいた」企業は｢飲食店･

宿泊業｣（86.4％）と｢医療･福祉｣（77.3％）、｢定年後の継続雇用を希望した従業員と希望し

い従業員の両方がいた｣企業は｢金融･保険業｣（45.5％）と「教育・学習支援業」（32.7%）に

多く、「定年後の継続雇用を希望しない従業員だけがいた」企業は「情報通信業」（23.0％）｢教

育・学習支援業｣（22.4％）で他の業種よりも多くなっている。 

○正社員数別では、規模が大きくなるほど｢定年後の継続雇用を希望した従業員と希望しない従

業員の両方がいた｣企業が多くなる傾向にあり、「300～499 人」では 54.1％と半数を超えてい

る。 

○労働組合の有無別では、労働組合のある企業に｢定年後の継続雇用を希望した従業員と希望し

ない従業員の両方がいた｣が多く、31.4％となっている。 

 

平成24年度の定年退職者数（主要事業内容別）

47.2

42.1

44.6

59.8

28.8

56.9

31.8

51.9

50.0

52.3

42.9

47.8

42.0

21.1

22.0

23.9

21.8

23.7

19.0

18.2

19.2

36.4

21.9

20.4

17.1

22.0

11.3

13.4

10.5

4.6

17.9

9.8

22.7

9.6

4.5

10.9

16.3

9.9

12.0

6.1

7.9

7.4

3.4

7.1

4.5

4.5

1.9

4.5

4.7

12.2

6.1

6.0

4.3

4.9

3.8

4.6

4.5

3.7

9.1

3.8

4.5

3.1

4.1

5.1

6.0

7.2

8.5

6.0

4.6

12.8

5.6

11.4

3.8

5.5

4.1

9.6

10.0

2.4

3.1

5.1

2.3

9.6

3.4

2.0

-

-

-

0.8

1.2

1.1

0.5

-

1.0

-

0.8

-

-

-

-

-

-

0.7

-

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1842)

＜主要事業内容別＞

建設業(164)

製造業(419)

情報通信業(87)

運輸業(156)

卸売・小売業(378)

金融・保険業(44)

不動産業(52)

飲食店・宿泊業(22)

医療・福祉(128)

教育・学習支援業(49)

サービス業(293)

その他(50)

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～１０人 １１人以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数
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定年後の継続雇用希望者の有無（主要事業内容別）

66.6

67.1

63.2

54.0

72.4

70.6

50.0

71.2

86.4

77.3

40.8

69.3

50.0

20.8

20.1

24.3

21.8

20.5

15.6

45.5

15.4

9.1

13.3

32.7

20.1

32.0

12.3

12.8

12.4

23.0

7.1

13.5

4.5

13.5

4.5

9.4

22.4

10.2

18.0

4.1

-

0.3

-

-

-

-

0.3

-

1.1

-

-

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1842)

＜主要事業内容別＞

建設業(164)

製造業(419)

情報通信業(87)

運輸業(156)

卸売・小売業(378)

金融・保険業(44)

不動産業(52)

飲食店・宿泊業(22)

医療・福祉(128)

教育・学習支援業(49)

サービス業(293)

その他(50)

定年後の継続雇用を希望した従業員だけがいた

定年後の継続雇用を希望した従業員と希望しない従業員の両方がいた

定年後の継続雇用を希望しない従業員だけがいた

不明

 ※ ( 　)内はＮ数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年後の継続雇用希望者の有無（正社員数別）

66.6

79.3

73.0

59.2

38.5

20.8

8.3

13.6

28.5

54.1

12.3

12.4

13.0

12.2

7.3 -

0.2

0.4

-

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1842)

＜正社員数別＞

29人以下(145)

30～99人(926)

100～299人(639)

300～499人(109)

定年後の継続雇用を希望した従業員だけがいた

定年後の継続雇用を希望した従業員と希望しない従業員の両方がいた

定年後の継続雇用を希望しない従業員だけがいた

不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

定年後の継続雇用希望者の有無（労働組合有無別）

66.6

56.8

69.4

20.8

31.4

17.9

12.3

11.3

12.5 0.2

0.5

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1842)

＜労働組合有無別＞

あり(389)

なし(1443)

定年後の継続雇用を希望した従業員だけがいた

定年後の継続雇用を希望した従業員と希望しない従業員の両方がいた

定年後の継続雇用を希望しない従業員だけがいた

不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※労働組合の有無において、無回答だったもののデータは除く
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（5）-1 平成 24年度定年退職者における継続雇用希望者数 

○定年制及び継続雇用制度があり、「平成 24 年度の定年退職者のうち、定年後の継続雇用を希

望した従業員がいた」1,610 社において、定年後の継続雇用制度希望者数「１人」の企業は

50.5％と約半数、「2人」(21.2％)がこれに続く。 

○主要事業内容別にみると、定年後の継続雇用希望者が多かった業種は「不動産業」で「11 人

以上」が 8.9%、「6～10 人」は、「金融・保険業」（11.9%）、「運輸業」（11.0%）で他の業種よ

りも多くなっている。 

○正社員数別にみると、「300～499 人」では「11 人以上」が 7.9%、「6～10 人」が 27.7%と他の

規模よりも多くなっており、正社員数に応じた人数分布になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年後の継続雇用希望者数（主要事業内容別）

50.5

39.2

49.9

69.7

32.4

59.5

42.9

48.9

61.9

55.2

61.1

48.9

48.8

21.2

24.5

23.2

15.2

21.4

19.0

23.8

20.0

23.8

22.4

16.7

21.0

17.1

11.1

14.7

10.4

18.6

10.7

11.9

11.1

4.8

8.6

11.1

9.9

12.2

5.5

8.4

7.4

4.5

6.2

3.4

4.8

4.4

4.8

4.3

5.6

5.3

3.8

4.2

4.5

5.5

2.5

4.8

2.2

4.8

4.3

2.8

5.0

9.8

6.0

8.4

4.6

3.0

11.0

4.9

11.9

4.4

3.4

6.5

9.8

4.8

8.9

2.3

1.5

2.4

2.5

-

2.8

-

0.9

-

-

-

-

1.5

1.4

0.7

1.6

-

-

1.1

-

0.9

-

-

-

-

-

0.8

-

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1610)

＜主要事業内容別＞

建設業(143)

製造業(367)

情報通信業(66)

運輸業(145)

卸売・小売業(326)

金融・保険業(42)

不動産業(45)

飲食店・宿泊業(21)

医療・福祉(116)

教育・学習支援業(36)

サービス業(262)

その他(41)

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～１０人 １１人以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

定年後の継続雇用希望者数（正社員数別）

50.5

71.7

62.0

35.7

15.8

21.2

15.0

22.2

22.1

15.8

11.1

5.5

8.9

13.9

5.5

3.9

2.6

9.1

10.9

3.8

7.1

6.9

6.0

2.4

2.1

8.4

27.7 7.9

14.6

-

1.6

1.6

-

0.2

2.7

0.4

1.6

0.4

0.2

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1610)

＜正社員数別＞

29人以下(127)

30～99人(802)

100～299人(560)

300～499人(101)

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～１０人 １１人以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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（5）-2 平成 24年度定年退職者における継続雇用非希望者数 

○定年制及び継続雇用制度があり、「平成 24 年度の定年退職者のうち、定年後の継続雇用を希

望しない従業員がいた」610 社において、定年後の継続雇用非希望者数「１人」の企業は 70.2％、

次いで「2人」が 18.0％となっている。 

○主要事業内容別にみると、「サービス業」では「4人以上」が 11.2%と多くなっている。 

 ○正社員数別にみると、規模が大きくなるほど、非希望者数も多くなる傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年後の継続雇用非希望者数（主要事業内容別）

70.2

88.9

62.3

69.2

67.4

70.9

72.7

73.3

66.7

82.8

74.1

64.0

80.0

18.0

9.3

22.1

20.5

23.3

20.0

18.2

20.0

33.3

10.3

14.8

15.7

8.0

5.4

1.9

6.5

5.1

4.7

4.5

9.1

6.7

3.4

3.7

6.7

8.0

5.9

8.4

5.1

4.7

4.5

3.4

7.4

11.2

-

4.0

-

-

-

-

2.2

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0.6

-

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(610)

＜主要事業内容別＞

建設業(54)

製造業(154)

情報通信業(39)

運輸業(43)

卸売・小売業(110)

金融・保険業(22)

不動産業(15)
【※参考値】

飲食店・宿泊業(3)
【※参考値】

医療・福祉(29)

教育・学習支援業(27)

サービス業(89)

その他(25)

１人 ２人 ３人 ４人以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

定年後の継続雇用非希望者数（正社員数別）

70.2

86.7

82.1

61.2

53.7

18.0

10.0

11.8

23.1

25.4

5.4

3.3

3.7

7.3

6.0

5.9

1.6

8.5

13.4

-

0.5

-

0.8

-

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(610)

＜正社員数別＞

29人以下(30)

30～99人(246)

100～299人(260)

300～499人(67)

１人 ２人 ３人 ４人以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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（6）平成 24年度定年退職者における継続雇用希望理由 

○定年制及び継続雇用制度があり、「平成 24 年度の定年退職者のうち、定年後の継続雇用を希

望した従業員がいた」1,610 社において、従業員が継続雇用を希望した理由（平成 24 年度の

定年退職者について企業が把握しているもの、複数回答）は、「生計の維持のため」が 68.1%

で最も多く、次いで「能力・技術・資格・経験を活かすため」（48.5%）、「会社が継続雇用を

希望したため」（38.5%）となっている。 

○主要事業内容別の特徴をみると、「建設業」では、「後進の育成のため」（37.1%）と「会社が

継続雇用を希望したため」（50.3%）、「飲食店・宿泊業」では、「生計の維持のため」（95.2%）

と「健康の維持のため」（28.6%）が他の業種よりも多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用を希望した理由　＜複数回答＞全体(N=1610)

48.5%

68.1%

17.4%

20.3%

15.8%

20.2%

38.5%

0.8%

13.7%

0.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

能力・技術・資格・経験を活かすため

生計の維持のため

健康の維持のため

仕事に生きがいを感じているため

社会とのつながりのため

後進の育成のため

会社が継続雇用を希望したため

その他　

理由は分からない・理由を確認していない

不明

製造業(N=367)

50.7%

71.1%

17.2%

19.1%

15.8%

24.5%

38.4%

1.1%

13.4%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

建設業(N=143)

56.6%

73.4%

19.6%

21.0%

16.8%

37.1%

50.3%

7.0%

1.4%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

能力・技術・資格・経験を活かすため

生計の維持のため

健康の維持のため

仕事に生きがいを感じているため

社会とのつながりのため

後進の育成のため

会社が継続雇用を希望したため

その他　

理由は分からない・理由を確認していない

不明

情報通信業(N=66)

50.0%

50.0%

15.2%

15.2%

22.7%

21.2%

45.5%

1.5%

13.6%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

運輸業(N=145)

46.2%

74.5%

26.2%

19.3%

13.8%

11.0%

29.7%

0.7%

17.2%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

能力・技術・資格・経験を活かすため

生計の維持のため

健康の維持のため

仕事に生きがいを感じているため

社会とのつながりのため

後進の育成のため

会社が継続雇用を希望したため

その他　

理由は分からない・理由を確認していない

不明

卸売・小売業(N=326)

45.1%

66.3%

15.3%

22.4%

18.7%

21.8%

42.0%

0.9%

13.8%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
金融・保険業(N=42)

42.9%

61.9%

19.0%

16.7%

9.5%

14.3%

16.7%

33.3%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

不動産業(N=45)

57.8%

55.6%

15.6%

11.1%

15.6%

13.3%

37.8%

2.2%

20.0%

2.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

能力・技術・資格・経験を活かすため

生計の維持のため

健康の維持のため

仕事に生きがいを感じているため

社会とのつながりのため

後進の育成のため

会社が継続雇用を希望したため

その他　

理由は分からない・理由を確認していない

不明

飲食店・宿泊業(N=21)

33.3%

28.6%

19.0%

14.3%

9.5%

42.9%

-

-

-

95.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
医療・福祉(N=116)

50.0%

14.7%

24.1%

13.8%

12.1%

41.4%

0.9%

12.1%

0.9%

68.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

教育・学習支援業(N=36)

36.1%

41.7%

13.9%

16.7%

16.7%

16.7%

44.4%

19.4%

5.6%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

能力・技術・資格・経験を活かすため

生計の維持のため

健康の維持のため

仕事に生きがいを感じているため

社会とのつながりのため

後進の育成のため

会社が継続雇用を希望したため

その他　

理由は分からない・理由を確認していない

不明

サービス業(N=262)

46.9%

16.4%

21.4%

13.0%

16.0%

33.6%

0.8%

13.0%

1.1%

68.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他(N=41)

53.7%

12.2%

24.4%

17.1%

14.6%

29.3%

9.8%

4.9%

-

68.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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（6）-1 平成 24年度定年退職者における継続雇用を希望した最も多い理由 

○従業員が「継続雇用を希望した理由（複数回答）」のうち、「最も人数の多い理由」は、「生計

の維持のため」（47.3%）が最も多くなっている。 

○主要事業内容別にみると、「生計の維持のため」は「運輸業」（60.7%）、「飲食店・宿泊業」（66.7%）

で他の業種より多く、「教育・学習支援業」（29.4%）、「不動産業」（29.5%）、「情報通信業」（30.3%）

で少なくなっている。 

（7）平成 24年度定年退職者における継続雇用希望者の雇用状況 

○定年制及び継続雇用制度があり、「平成 24年度の定年退職者 

のうち、定年後の継続雇用を希望した従業員がいた」1,610 社 

における継続雇用希望者の雇用状況は、「希望者全員を雇用し 

た」が 94.0%で概ね希望者を雇用している。 

 

 

 

 

（8）平成 24年度定年退職者における継続雇用非希望理由 

○定年制及び継続雇用制度があり、「平成 24 年度の定年退職者のうち、定年後の継続雇用を希

望しない従業員がいた」企業 610 社において、従業員が「継続雇用を希望しない理由」は、

「仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため」（30.0%）が最も多く、次いで「経済的に定年

後も働く必要がないため」（24.8%）が多くなっている。「理由は分からない・理由を確認して

いない」（24.9%）も相当数に上る。 

○主要事業内容別にみると、「運輸業」では「健康上の理由のため」（34.9%）、「金融・保険業」

では「会社の継続雇用制度が条件に合わないため」（18.2%）、「医療・福祉」では「仕事以外

で定年後の生活を楽しみたいため」（44.8%）が他の業種よりも多く、「教育・学習支援業」で

は「理由は分からない・理由を確認していない」（40.7%）が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用を希望しない理由　＜複数回答＞
全体（N=610）

24.8%

30.0%

21.1%

17.9%

12.0%

3.6%

6.6%

3.3%

24.9%

1.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経済的に定年後も働く必要がないため

仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため

健康上の理由のため

家庭の事情（介護・転居など）のため

他の転職先が決まっているため

独立・自営のため

会社の継続雇用制度が条件に合わないため

その他

理由は分からない・理由を確認していない

不明

雇用希望者の雇用状況(N=1610)

不明
2.2%雇用できな

い人がいた
3.7%

希望者全員
を雇用した

94.0%
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（8）-1 平成 24年度定年退職者における継続雇用を希望しない最も多い理由 

○従業員が「継続雇用を希望しない理由（複数回答）」のうち、「最も人数の多い理由」として

は、「理由は分からない・理由を確認していない」（22.9%）が最も多く、以下、「仕事以外の

定年後の生活を楽しみたいため」（19.2%）、「健康上の理由のため」（14.5%）と続く。 

○主要事業内容別にみると、「運輸業」では「健康上の理由のため」（30.2%）、「教育・学習支援

業」では「理由は分からない・理由を確認していない」（40.7%）が多くなっている。 

 

継続雇用をしない理由<複数回答>

建設業（N=54）

25.9%

31.5%

20.4%

24.1%

14.8%

5.6%

5.6%

3.7%

11.1%

1.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経済的に定年後も働く必要がないため

仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため

健康上の理由のため

家庭の事情（介護・転居など）のため

他の転職先が決まっているため

独立・自営のため

会社の継続雇用制度が条件に合わないため

その他

理由は分からない・理由を確認していない

不明

製造業（N=154）

27.9%

31.8%

26.0%

23.4%

7.8%

1.9%

5.2%

1.9%

25.3%

2.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

情報通信業（N=39）

17.9%

20.5%

12.8%

10.3%

17.9%

7.7%

5.1%

5.1%

28.2%

2.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

運輸業（N=43）

23.3%

30.2%

34.9%

9.3%

4.7%

4.7%

7.0%

4.7%

18.6%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経済的に定年後も働く必要がないため

仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため

健康上の理由のため

家庭の事情（介護・転居など）のため

他の転職先が決まっているため

独立・自営のため

会社の継続雇用制度が条件に合わないため

その他

理由は分からない・理由を確認していない

不明

金融・保険業（N=22）

31.8%

31.8%

9.1%

22.7%

18.2%

18.2%

9.1%

4.5%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

卸売・小売業（N=110）

24.5%

30.9%

16.4%

13.6%

10.9%

3.6%

8.2%

3.6%

30.0%

0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

不動産業（N=15）

13.3%

20.0%

13.3%

20.0%

13.3%

6.7%

6.7%

26.7%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経済的に定年後も働く必要がないため

仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため

健康上の理由のため

家庭の事情（介護・転居など）のため

他の転職先が決まっているため

独立・自営のため

会社の継続雇用制度が条件に合わないため

その他

理由は分からない・理由を確認していない

不明

飲食店・宿泊業（N=3）【※参考値】

33.3%

66.7%

33.3%

33.3%

33.3%

-

-

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

医療・福祉（N=29）

34.5%

44.8%

17.2%

17.2%

10.3%

3.4%

3.4%

24.1%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

教育・学習支援業（N=27）

22.2%

18.5%

11.1%

11.1%

18.5%

7.4%

3.7%

40.7%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経済的に定年後も働く必要がないため

仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため

健康上の理由のため

家庭の事情（介護・転居など）のため

他の転職先が決まっているため

独立・自営のため

会社の継続雇用制度が条件に合わないため

その他

理由は分からない・理由を確認していない

不明

その他（N=25）

20.0%

16.0%

24.0%

28.0%

16.0%

8.0%

4.0%

24.0%

4.0%

-%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

サービス業（N=89）

21.3%

31.5%

23.6%

15.7%

15.7%

5.6%

6.7%

3.4%

27.0%

2.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%
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（9）継続雇用している従業員の有無 

○定年制を持っている 4,202 社のうち、平成 24 年度の定年退職者に限らず、現在、「定年後も

継続雇用している従業員がいる」とする企業は 77.1％である。 

○主要事業内容別にみると、「製造業」で 90.3%と最も多く、以下、「運輸業」（89.4%）、「建設

業」（86.7%）の順となっている。一方、「情報通信業」（46.8%）と「飲食店・宿泊業」（61.3%）

では少なく、「サービス業」（68.4%）でもやや少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年後継続雇用している従業員の有無（主要事業内容別）

77.1

86.7

90.3

46.8

89.4

79.2

73.6

77.4

61.3

79.8

70.2

68.4

78.9

22.9

13.3

9.7

53.2

10.6

20.8

26.4

22.6

38.7

20.2

29.8

31.6

21.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(4202)

＜主要事業内容別＞

建設業(330)

製造業(755)

情報通信業(348)

運輸業(265)

卸売・小売業(907)

金融・保険業(87)

不動産業(106)

飲食店・宿泊業(75)

医療・福祉(342)

教育・学習支援業(121)

サービス業(771)

その他(95)

定年後も継続雇用している従業員がいる 定年後も継続雇用している従業員はいない

※定年制有りと回答した企業を母数としている

 ※ ( 　)内はＮ数

定年後継続雇用している従業員の有無（正社員数別）

77.1

63.7

76.2

85.5

92.9

22.9

36.3

23.8

14.5

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4202)

＜正社員数別＞

29人以下(658)

30～99人(2316)

100～299人(1036)

300～499人(141)

定年後も継続雇用している従業員がいる 定年後も継続雇用している従業員はいない

 ※ ( 　)内はＮ数

※定年制有りと回答した企業を母数としている

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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（9）-1 継続雇用している従業員の職種 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している 

従業員がいる 3,238 社において、継続雇用している従業 

員の職種は、「定年前と同じ職種であることが多い」が 

97.5%である。 

 

 

 

 

 

 

 

（9）-2 継続雇用している従業員の職務 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している 

従業員がいる 3,238 社において、継続雇用している従業 

員の職務は、「同一部署の、同一の職務を担当させてい 

ることが多い」が 90.3%、「同一部署だが、これまでとは 

異なる職務を担当させることが多い」が 6.1％である。 

 

 

 

 

 

 

（9）-3 継続雇用している従業員の勤務地 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している 

従業員がいる 3,238 社において、継続雇用している従業 

員の勤務地は、「定年前と同じ会社に勤務している人が 

多い」が 97.7%である。 

 

 

 

 

 

 

継続雇用している従業員の勤務地
(N=3238)

不明

0.1%

定年前と同じ

会社に勤務し

ている人が多

い

97.7%

定年前と同じ

会社で勤務地

が変わる人が

多い

0.5%

その他

0.3%

グループ会社

等の別会社に

勤務している

が、勤務地が

変わる人が多

い

0.1%

グループ会社

等の別会社に

勤務している

が、勤務地が

変わらない人

が多い

1.2%

継続雇用している従業員の職務(N=3238)

これまでとは
別の部署で、
同一の職務を
担当させるこ

とが多い
1.2%

これまでとは
別の部署で、
これまでとは
異なる職務を
担当させるこ

とが多い
1.3%

その他
0.9%

同一部署だ
が、これまで
とは異なる職
務を担当させ
ることが多い

6.1%

同一部署の、
同一の職務を
担当させてい
ることが多い

90.3%

不明
0.2%

継続雇用している従業員の職種(N=3238)

定年前と同
じ職種であ
ることが多

い
97.5%

定年前と違
う職種に転
換すること

が多い
1.8%

その他
0.7%
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（9）-4 継続雇用している従業員の勤務時間 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している従業員がいる 3,238 社において、継

続雇用している従業員の勤務時間は、「定年前と同じフルタイムである人が多い」が 80.0%で

最も多くなっている。 

○主要事業内容別にみると、「定年前と同じフルタイムである人が多い」が少ない業種は、「教

育・学習支援業」（58.8%）と「医療・福祉」（67.8%）である。他方、「定年前と同じフルタイ

ムである人が多い」が他の業種よりも多いのは、「不動産業」（93.9%）、「建設業」（89.2%）で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用している従業員の勤務時間（主要事業内容別）

80.0

89.2

84.3

74.2

79.3

81.6

82.8

93.9

71.7

67.8

58.8

77.0

80.0

7.4

7.6

7.4

5.9

7.5

7.8

17.4

10.3

11.8

9.7

8.0

7.3

4.8

11.0

11.8

6.1

7.8

6.5

12.5

20.0

8.5

13.3

3.1

2.3

6.1

2.5

3.1

3.7

4.3

4.4

9.4

3.2

0.6

4.8

1.5

4.0

1.3

2.1

- 1.2

1.3

-

0.7

-

-

1.2

1.6

1.5

0.4

0.7

0.4

1.4

-

-

-

0.4

-

-

-

0.1

-

0.6

0.4

-

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3238)

＜主要事業内容別＞

建設業(286)

製造業(682)

情報通信業(163)

運輸業(237)

卸売・小売業(718)

金融・保険業(64)

不動産業(82)

飲食店・宿泊業(46)

医療・福祉(273)

教育・学習支援業(85)

サービス業(527)

その他(75)

定年前と同じフルタイムである人が多い

定年前よりも一日の勤務時間が短い人が多い

定年前よりも一週間の勤務日数が少ない人が多い

定年前に比べて、一日の勤務時間が短く、一週間の勤務日数が少ない人が多い

その他

不明

 ※ ( 　)内はＮ数
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（9）-5 継続雇用している従業員の年収 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している従業員がいる 3,238 社において、継

続雇用者の定年到達時の年収との比較をすると、「60～70％未満」（25.2％）、「70～80％未満」

（17.7％）、「50～60％未満」（16.4％）の順となっており、「100％」と「100％超」を合わせ

て 10.0％と、年収は抑えられている。 

○主要事業内容別にみると、「50％未満」は、「金融・保険業」（39.1%）、「教育・学習支援業」

（23.5%）で他の業種よりも多い。 

○正社員数別にみると、「300～499 人」は「50％未満」が 22.1%、「50～60％未満」が 21.4%で、

それぞれ他の規模よりも多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用している従業員の年収（主要事業内容別）

10.5

7.0

8.9

18.4

5.1

10.7

39.1

6.1

6.2

23.5

11.2

17.3

16.4

15.0

18.6

24.5

10.1

18.8

20.3

6.1

13.0

8.8

12.9

17.1

17.3

25.2

26.9

30.4

19.6

23.6

28.8

14.1

24.4

17.4

18.3

18.8

21.1

29.3

17.7

19.2

20.7

12.3

18.6

18.5

10.9

19.5

15.2

16.5

16.5

15.0

16.0

10.8

13.3

10.9

6.7

12.2

8.4

6.3

15.9

13.0

16.5

8.2

10.6

8.0

8.0

8.0

4.5

4.9

12.2

7.5

3.1

8.5

19.6

10.3

12.5

9.6

10.1

4.7

12.3

15.6

5.4

3.1

15.9

17.4

19.4

16.5

10.8

10.7

2.22.2

2.6

-

1.2

- -

0.8

-

1.5

-

-

0.1

0.4

0.6

-

0.3

0.4

1.3

0.9

2.4

3.7

3.1

1.7

2.1

0.6

1.3

-

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3238)

＜主要事業内容別＞

建設業(286)

製造業(682)

情報通信業(163)

運輸業(237)

卸売・小売業(718)

金融・保険業(64)

不動産業(82)

飲食店・宿泊業(46)

医療・福祉(273)

教育・学習支援業(85)

サービス業(527)

その他(75)

50％未満 50～60％未満 60～70％未満 70％～80％未満 80％～90％未満 90％～100％未満 100% 100％超 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

継続雇用している従業員の年収（正社員数別）

10.5

7.9

8.3

14.4

22.1

16.4

13.6

16.6

16.9

21.4

25.2

22.7

25.1

27.7

19.8

17.7

13.6

19.5

16.4

15.3

10.8

10.7

11.1

10.0

8.4

8.0

13.6

7.8

6.3

3.8

9.6

16.2

10.0

5.9

8.4
-

0.1

0.6

0.2

0.4

0.8

2.3

1.1

1.4

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3238)

＜正社員数別＞

29人以下(419)

30～99人(1764)

100～299人(886)

300～499人(131)

50％未満 50～60％未満 60～70％未満 70％～80％未満 80％～90％未満 90％～100％未満 100% 100％超 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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（9）-6 継続雇用している従業員の人事評価 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している従業員がいる 3,238 社における継続

雇用している従業員に対する人事評価は、「定年前従業員と同様の基準で評価している」が

47.0%、次いで「整備された評価制度や基準がない」（26.7％）の順となっている。 

○主要事業内容別にみると、「定年前従業員と同様の基準で評価している」は、「運輸業」（61.6%）、

「医療・福祉」（60.8%）で、「整備された評価制度や基準がない」は、「教育・学習支援業」

（40.0%）、「情報通信業」（36.2%）で他の業種よりも多くなっている。 

○正社員数規模が大きくなるにつれ、「定年前従業員と同様の基準で評価している」が少なくな

り、「定年後従業員独自の評価基準で評価している」が多くなる傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用している従業員の人事評価（主要事業内容別）

47.0

50.0

42.4

38.7

61.6

42.8

32.8

48.8

50.0

60.8

37.6

49.3

44.0

22.9

23.4

26.4

20.9

17.7

25.3

26.6

29.3

19.6

9.9

14.1

25.4

17.3

26.7

23.8

28.6

36.2

18.1

28.7

28.1

20.7

30.4

27.1

40.0

22.2

28.0

2.7

2.1

1.9

4.3

2.5

2.4

10.9

7.1

2.8

9.3

-

1.5

1.2

1.3

0.2

1.2

0.7

-

-

1.6

0.8

-

-

0.7

0.7

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3238)

＜主要事業内容別＞

建設業(286)

製造業(682)

情報通信業(163)

運輸業(237)

卸売・小売業(718)

金融・保険業(64)

不動産業(82)

飲食店・宿泊業(46)

医療・福祉(273)

教育・学習支援業(85)

サービス業(527)

その他(75)

定年前従業員と同様の基準で評価している 定年後従業員独自の評価基準で評価している 整備された評価制度や基準がない その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

継続雇用している従業員の人事評価（正社員数別）

47.0

49.4

51.2

39.5

31.3

22.9

19.8

20.4

27.7

36.6

26.7

28.9

25.6

28.0

26.7

2.7

1.4

2.3

4.2

4.6

0.6

0.5

0.5

0.7

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

＜正社員数別＞

29人以下(419)

30～99人(1764)

100～299人(886)

300～499人(131)

全体(3238)

定年前従業員と同様の基準で評価している 定年後従業員独自の評価基準で評価している 整備された評価制度や基準がない その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く


